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（単位：百万円）

区分 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

正味収入保険料 47,494 50,959 54,497 59,129 64,362

経常収益 48,704 51,885 55,313 60,805 66,133

経常利益 3,288 3,632 4,069 5,183 4,517

当期純利益 2,241 2,515 2,864 3,680 3,021

資本金の額及び発行済株式の総数
6,550

（203,740.4株）
6,550

（203,740.4株）
6,550

（203,740.4株）
6,550

（203,740.4株）
6,550

（203,740.4株）

純資産額 20,455 20,738 20,100 22,094 23,386

総資産額 46,359 48,330 49,786 55,217 63,584

特別勘定又は積立勘定として経理された資産額 ― ― ― ― ―

責任準備金残高 18,592 19,865 21,305 23,242 24,964

貸付金残高 913 39 45 44 ―

有価証券残高 15,531 15,190 27,499 29,419 42,626

単体ベースのソルベンシー・マージン比率 ― ― ― ― 260.9％

配当性向 27.3％ 40.5％ 133.0％ 27.7％ 67.4％

従業員数 521名 514名 509名 488名 493名

　-1主要な業務に
　　  関する事項
Ⅳ

直近の5事業年度における
主要な業務の状況を示す指標
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　-1主要な業務に
　　  関する事項
Ⅳ

業務の状況を示す指標2
（1）主要な業務の状況を示す指標
①正味収入保険料の額及び元受正味保険料の額
＜正味収入保険料＞ （単位：百万円）

種目
2023年度 2024年度 2025年度
構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％

火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 54,497 100.0 6.9 59,129 100.0 8.5 64,362 100.0 8.8
（うちペット保険） （54,497） （100.0） （6.9） （59,129） （100.0） （8.5） （64,362） （100.0） （8.8）
合計 54,497 100.0 6.9 59,129 100.0 8.5 64,362 100.0 8.8

（注） 正味収入保険料とは、元受及び受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいいます。

＜元受正味保険料＞ （単位：百万円）

種目
2023年度 2024年度 2025年度
構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％

火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 54,497 100.0 6.9 59,104 100.0 8.5 64,302 100.0 8.8
（うちペット保険） （54,497） （100.0） （6.9） （59,104） （100.0） （8.5） （64,302） （100.0） （8.8）
合計 54,497 100.0 6.9 59,104 100.0 8.5 64,302 100.0 8.8

（注） 元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除したものをいいます。

②受再正味保険料の額及び支払再保険料の額
＜受再正味保険料＞ （単位：百万円）

種目
2023年度 2024年度 2025年度
構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％

火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― 25 100.0 ― 60 100.0 136.4
（うちペット保険） ― ― ― （25） （100.0） ― （60） （100.0） （136.4）
合計 ― ― ― 25 100.0 ― 60 100.0 136.4

（注） 受再正味保険料とは、受再契約に係る収入保険料から受再解約返戻金及び受再その他返戻金を控除したものをいいます。

＜支払再保険料＞
　該当ありません。

③解約返戻金の額 （単位：百万円）

種目 2023年度 2024年度 2025年度
火災 ― ― ―
海上 ― ― ―
傷害 ― ― ―
自動車 ― ― ―
自動車損害賠償責任 ― ― ―
その他 1,107 1,257 1,406
（うちペット保険） （1,107） （1,257） （1,406）
合計 1,107 1,257 1,406

（注） 解約返戻金とは、元受解約返戻金及び受再解約返戻金の合計額をいいます。
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④保険引受利益の額
＜保険引受利益＞ （単位：百万円）

区分 2023年度 2024年度 2025年度

保険引受収益 54,497 59,129 64,362

保険引受費用 38,609 42,176 46,924

営業費及び一般管理費 12,386 13,034 14,478

その他収支 ― ― ―

保険引受利益 3,502 3,918 2,960

（注） 1. 営業費及び一般管理費は、損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額です。
 2. その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などです。

＜種目別保険引受利益＞ （単位：百万円）

種目 2023年度 2024年度 2025年度

火災 ― ― ―

海上 ― ― ―

傷害 ― ― ―

自動車 ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ―

その他 3,502 3,918 2,960

（うちペット保険） （3,502） （3,918） （2,960）

合計 3,502 3,918 2,960

⑤正味支払保険金の額及び元受正味保険金の額
＜正味支払保険金＞ （単位：百万円）

種目
2023年度 2024年度 2025年度

構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％
火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 30,494 100.0 9.2 33,345 100.0 9.3 37,213 100.0 11.6

（うちペット保険） （30,494） （100.0） （9.2） （33,345） （100.0） （9.3） （37,213） （100.0） （11.6）

合計 30,494 100.0 9.2 33,345 100.0 9.3 37,213 100.0 11.6

（注） 正味支払保険金とは、元受及び受再契約の支払保険金から出再契約による回収再保険金を控除したものをいいます。

＜元受正味保険金＞ （単位：百万円）

種目
2023年度 2024年度 2025年度

構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％
火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 30,494 100.0 9.2 33,343 100.0 9.3 37,199 100.0 11.6

（うちペット保険） （30,494） （100.0） （9.2） （33,343） （100.0） （9.3） （37,199） （100.0） （11.6）

合計 30,494 100.0 9.2 33,343 100.0 9.3 37,199 100.0 11.6
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Ⅳ

業務の状況を示す指標2
⑥受再正味保険金の額及び回収再保険金の額
＜受再正味保険金＞ （単位：百万円）

種目
2023年度 2024年度 2025年度
構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％ 構成比％ 増減率％

火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― 2 100.0 ― 13 100.0 415.1
（うちペット保険） ― ― ― （2） （100.0） ― （13） （100.0） （415.1）

合計 ― ― ― 2 100.0 ― 13 100.0 415.1

（注） 受再正味保険金とは、受再契約に係る支払保険金から受再契約に係る求償等による回収金を控除したものをいいます。

＜回収再保険金＞
　該当ありません。

（2）保険契約に関する指標
①契約者配当金
　該当ありません。

②正味損害率、正味事業費率及びその合算率 （単位：％）

種目
2023年度 2024年度 2025年度

正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率
火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 58.0 32.5 90.5 58.3 31.3 89.6 59.8 32.0 91.8
（うちペット保険） （58.0） （32.5） （90.5） （58.3） （31.3） （89.6） （59.8） （32.0） （91.8）

合計 58.0 32.5 90.5 58.3 31.3 89.6 59.8 32.0 91.8

（注） 1. 正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
 2. 正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
 3. 合算率＝正味損害率＋正味事業費率

③出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率 （単位：％）

種目
2023年度 2024年度 2025年度

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率
火災 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ― 　 　 　

その他 59.9 33.3 93.2 60.6 32.3 92.9 62.2 32.8 95.0
（うちペット保険） （59.9） （33.3） （93.2） （60.6） （32.3） （92.9） （62.2） （32.8） （95.0）

合計 59.9 33.3 93.2 60.6 32.3 92.9 62.2 32.8 95.0

（注） 1. 地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
 2. 発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料
 3. 事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
 4. 合算率＝発生損害率＋事業費率
 5. 出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
 6. 出再控除前の既経過保険料＝収入保険料－出再控除前の未経過保険料積増額
 7. 第三分野保険については、取扱いがないため内訳の記載を省略しています。
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④国内契約・海外契約別の収入保険料の割合
区分 2023年度 2024年度 2025年度

国内 100.0％ 100.0％ 100.0％

海外 ― ― ―

⑤出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位5社の割合
　該当ありません。

⑥出再保険料の格付ごとの割合
　該当ありません。

⑦未収再保険金の額
　該当ありません。

（3）経理に関する指標
①支払備金の額及び責任準備金の額
＜支払備金＞ （単位：百万円）

種目 2023年度末 2024年度末 2025年度末
火災 ― ― ―

海上 ― ― ―

傷害 ― ― ―

自動車 ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ―

その他 3,245 3,532 4,116

（うちペット保険） （3,245） （3,532） （4,116）

合計 3,245 3,532 4,116

＜責任準備金＞ （単位：百万円）

種目 2023年度末 2024年度末 2025年度末
火災 ― ― ―

海上 ― ― ―

傷害 ― ― ―

自動車 ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ―

その他 21,305 23,242 24,964

（うちペット保険） （21,305） （23,242） （24,964）

合計 21,305 23,242 24,964

②責任準備金積立水準
　当社にて取扱う保険契約は、保険業法第3条第5項第1号に掲げる保険に係る保険契約に該当するため、積立方式及び積立率
を記載していません。
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業務の状況を示す指標2
③責任準備金の残高の内訳
＜2024年度末＞ （単位：百万円）

種目 普通責任
準備金

異常危険
準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金 計

火災 ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ―

その他 21,346 1,895 ― ― ― 23,242

（うちペット保険） （21,346） （1,895） ― ― ― （23,242）

合計 21,346 1,895 ― ― ― 23,242

＜2025年度末＞ （単位：百万円）

種目 普通責任
準備金

異常危険
準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金 計

火災 ― ― ― ― ― ―

海上 ― ― ― ― ― ―

傷害 ― ― ― ― ― ―

自動車 ― ― ― ― ― ―

自動車損害賠償責任 ― ― ― ― ― ―

その他 22,900 2,063 ― ― ― 24,964

（うちペット保険） （22,900） （2,063） ― ― ― （24,964）

合計 22,900 2,063 ― ― ― 24,964

（注） 地震保険の責任準備金については、普通責任準備金欄に記載しております。

④引当金の期末残高及び期中の増減額
＜2024年度＞ （単位：百万円）

区分 2023年度末
残高

2024年度
増加額

2024年度減少額 2024年度末
残高目的使用 その他

貸倒引当金

一般貸倒引当金 2 1 ― ― 3

個別貸倒引当金 45 6 ― ― 51

特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ―

賞与引当金 213 201 213 ― 201

価格変動準備金 146 28 ― ― 175

合計 407 237 213 ― 431

＜2025年度＞ （単位：百万円）

区分 2024年度末
残高

2025年度
増加額

2025年度減少額 2025年度末
残高目的使用 その他

貸倒引当金

一般貸倒引当金 3 0 ― ― 3

個別貸倒引当金 51 ― ― 45 6

特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ―

賞与引当金 201 219 201 ― 219

価格変動準備金 175 35 ― ― 210

合計 431 255 201 45 439
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⑤貸付金償却の額
　該当ありません。

⑥資本金等明細表
　資本金等の明細につきましては、P.84の株主資本等変動計算書をご参照ください。

⑦損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動

損害率の上昇シナリオ 地震保険と自動車損害賠償責任保険を除く、すべての保険種目について、発生損害率が1％上昇すると
仮定しています。

計算方法

○増加する発生損害額＝既経過保険料×1％
○  増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、当年度発生事故にお
けるそれぞれの割合により按分しています。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額―決算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額―増加する異常危険準備金取崩額

経常利益の減少額
2024年度 573百万円

（注）異常危険準備金残高の取崩額　―百万円

2025年度 628百万円
（注）異常危険準備金残高の取崩額　―百万円

⑧期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト） （単位：百万円）

会計年度 期首支払備金 前期以前発生事故に
係る当期支払保険金

前期以前発生事故に
係る当期末支払備金 当期把握見積り差額

2021年度 2,539 2,363 105 70

2022年度 2,705 2,576 144 △15

2023年度 2,988 2,772 153 61

2024年度 3,245 3,049 148 47

2025年度 3,532 3,392 112 27

（注） 1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
 2. 地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
 3. 当期把握見積り差額＝期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

⑨事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表
　該当ありません。

⑩事業費（含む損害調査費） （単位：百万円）

区分 2023年度 2024年度 2025年度
人件費 3,596 3,504 3,600

物件費 9,639 10,349 11,754

税金 378 403 477

火災予防拠出金及び交通事故予防拠出金 ― ― ―

保険契約者保護機構に対する負担金 ― ― 4

諸手数料及び集金費 5,308 5,484 6,148

合計 18,924 19,741 21,985
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業務の状況を示す指標2
（4）資産運用に関する指標等

①資産運用方針
　当社の資産運用は、将来の保険金支払に備えるため、「安全性」「流動性」の確保に努めており、「収益性」「公共性」を総合
的に判断し、リスク管理に十分留意した運用を実施しております。
　また、健全な財務基盤の維持と純資産価値の拡大とともに、投資対象ごとのリスク・リターン特性のバランスを考慮し、社会・
公共の福祉に資するという哲学のもと、分散投資を行っていきます。

②資産運用リスク管理の体制
　当社では、運用フロント業務を財務部、運用事務を経理部、リスク管理をリスク管理部が担当するという役割分担のもと、
不測の事態が生じないよう、定性・定量の両面から市場リスク・信用リスクを把握し、適切なリスク管理に取り組んでおります。

③資産運用の概況 （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

構成比％ 構成比％ 構成比％
預貯金 13,451 27.0 15,423 27.9 8,281 13.0
コールローン ― ― ― ― ― ―
買現先勘定 ― ― ― ― ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ― ― ― ― ―
買入金銭債権 ― ― ― ― ― ―
商品有価証券 ― ― ― ― ― ―
金銭の信託 ― ― ― ― ― ―
有価証券 27,499 55.2 29,419 53.3 42,626 67.0
貸付金 45 0.1 44 0.1 ― ―
土地・建物 1,385 2.8 1,372 2.5 2,720 4.3
運用資産計 42,380 85.1 46,260 83.8 53,628 84.3
総資産 49,786 100.0 55,217 100.0 63,584 100.0

④利息配当収入の額及び運用利回り （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

利回り％ 利回り％ 利回り％
預貯金 2 0.01 9 0.07 38 0.28
コールローン ― ― ― ― ― ―
買現先勘定 ― ― ― ― ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ― ― ― ― ―
買入金銭債権 ― ― ― ― ― ―
商品有価証券 ― ― ― ― ― ―
金銭の信託 ― ― ― ― ― ―
有価証券 560 2.26 728 2.41 805 2.37
貸付金 0 1.71 0 1.39 0 1.78
土地・建物 54 3.46 41 3.01 42 2.00
小計 618 1.42 780 1.69 887 1.78
その他
合計 618 780 887

（注） 利回りは（収入金額÷月平均運用額）で算出しています。

⑤海外投融資残高及び海外投融資利回り
　該当ありません。

⑥商品有価証券の平均残高及び売買高
　該当ありません。
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⑦保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比 （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

構成比％ 構成比％ 構成比％
国債 ― ― ― ― 6,876 16.1

地方債 2,503 9.1 4,488 15.3 5,486 12.9

社債 3,395 12.3 4,428 15.1 5,201 12.2

株式 1,692 6.2 2,369 8.1 3,312 7.8

外国証券 ― ― ― ― ― ―

その他の証券 19,908 72.4 18,133 61.6 21,749 51.0

合計 27,499 100.0 29,419 100.0 42,626 100.0

⑧保有有価証券利回り （単位：％）

区分 2023年度 2024年度 2025年度
公社債 0.56 0.65 0.71

株式 2.18 2.86 3.04

外国証券 ― ― ―

その他の証券 2.53 3.08 3.25

合計 2.26 2.41 2.37

⑨有価証券の種類別の残存期間別残高
＜2024年度＞ （単位：百万円）

区分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定めのない

ものを含む）
合計

国債 ― ― ― ― ― ― ―

地方債 ― ― 1,772 ― 2,715 ― 4,488

社債 ― ― 2,076 994 1,357 ― 4,428

株式 ― ― ― ― ― 2,369 2,369

外国証券 ― ― ― ― ― ― ―

その他の証券 ― ― ― ― ― 18,133 18,133

合計 ― ― 3,848 994 4,073 20,503 29,419

＜2025年度＞ （単位：百万円）

区分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定めのない

ものを含む）
合計

国債 6,876 ― ― ― ― ― 6,876

地方債 ― 596 2,054 ― 2,835 ― 5,486

社債 ― 1,907 1,591 188 1,513 ― 5,201

株式 ― ― ― ― ― 3,312 3,312

外国証券 ― ― ― ― ― ― ―

その他の証券 ― ― ― ― ― 21,749 21,749

合計 6,876 2,503 3,645 188 4,349 25,062 42,626
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　-1主要な業務に
　　  関する事項
Ⅳ

業務の状況を示す指標2
⑩業種別保有株式の額 （単位：株、百万円）

種目
2023年度末 2024年度末 2025年度末

株数 金額 構成比％ 株数 金額 構成比％ 株数 金額 構成比％
製造業 9,706 304 18.0 121,221 626 26.4 464,169 1,244 37.6
金融・保険業 207,400 576 34.1 284,000 845 35.7 211,100 734 22.2
卸売・小売業 52,165 473 28.0 14,165 347 14.7 86,565 716 21.6
陸運業 100,900 325 19.2 151,800 441 18.7 114,600 386 11.7
不動産・物品業 ― ― ― ― ― ― 14,815 129 3.9
建設業 ― ― ― ― ― ― 32,500 65 2.0
情報・通信 27,456 13 0.8 31,571 108 4.6 27,456 9 0.3
その他 ― ― ― ― ― ― 12,300 25 0.8
合計 397,627 1,692 100.0 602,757 2,369 100.0 963,505 3,312 100.0

⑪貸付金の残存期間別の残高
＜2024年度＞ （単位：百万円）

区分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定めのない

ものを含む）
合計

国内企業向け 固定金利 ― ― ― ― ― ― ―
変動金利 ― ― ― ― ― ― ―
計 ― ― ― ― ― ― ―

その他 固定金利 44 ― ― ― ― ― 44
変動金利 ― ― ― ― ― ― ―
計 44 ― ― ― ― ― 44

合計 固定金利 44 ― ― ― ― ― 44
　 変動金利 ― ― ― ― ― ― ―
　 計 44 ― ― ― ― ― 44

＜2025年度＞
　該当ありません。

⑫担保別貸付金残高 （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

構成比％ 構成比％ 構成比％
担保貸付 ― ― ― ― ― ―

保証貸付 ― ― ― ― ― ―

信用貸付 ― ― ― ― ― ―

その他 45 100.0 44 100.0 ― ―

一般貸付計 45 100.0 44 100.0 ― ―

　 うち劣後特約付貸付 ― ― ― ― ― ―

約款貸付 ― ― ― ― ― ―

合計 45 100.0 44 100.0 ― ―
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⑬業種別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合 （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

構成比％ 構成比％ 構成比％
農林・水産業 ― ― ― ― ― ―

鉱業・採石業・砂利採取業 ― ― ― ― ― ―

建設業 ― ― ― ― ― ―

製造業 ― ― ― ― ― ―

卸売業・小売業 ― ― ― ― ― ―

金融業・保険業 ― ― ― ― ― ―

不動産業・物品賃貸業 ― ― ― ― ― ―

情報通信業 ― ― ― ― ― ―

運輸業・郵便業 ― ― ― ― ― ―

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ―

サービス業等 ― ― ― ― ― ―

その他 45 100.0 44 100.0 ― ―

（うち個人住宅・消費者ローン） ― ― ― ― ― ―

小計 45 100.0 44 100.0 ― ―

公共団体 ― ― ― ― ― ―

公社・公団 ― ― ― ― ― ―

約款貸付 ― ― ― ― ― ―

合計 45 100.0 44 100.0 ― ―

（注） 業種区分は、日本標準産業分類の大分類に準じています。

⑭規模別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合 （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

構成比％ 構成比％ 構成比％
大企業 ― ― ― ― ― ―

中堅企業 ― ― ― ― ― ―

中小企業 45 100.0 44 100.0 ― ―

その他 ― ― ― ― ― ―

一般貸付計 45 100.0 44 100.0 ― ―

（注） 1. 大企業とは、資本金10億円以上の企業をいいます。
 2. 中堅企業とは、1の「大企業」および3の「中小企業」以外の企業をいいます。
 3. 中小企業とは、資本金3億円以下の企業をいいます。（ただし、卸売業は資本金1億円以下、サービス業は資本金5千万円以下の企業をいいます。）
 4. その他とは、非居住者貸付、公共団体、個人ローン等をいいます。

⑮貸付金地域別内訳 （単位：百万円）

区分
2023年度末 2024年度末 2025年度末

構成比％ 構成比％ 構成比％
首都圏 ― ― ― ― ― ―

近畿圏 ― ― ― ― ― ―

上記以外の地域 45 100.0 44 100.0 ― ―

合計 45 100.0 44 100.0 ― ―

（注） 地域区分は当社取扱部店所在地による分類です。
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⑯有形固定資産及び有形固定資産合計の残高 （単位：百万円）

区分 2023年度末 2024年度末 2025年度末

土地 615 615 301

営業用 ― ― ―

賃貸用 615 615 301

建物 769 757 2,418

営業用 278 291 2,114

賃貸用 491 465 303

建設仮勘定 4 8 440

営業用 ― 7 440

賃貸用 4 1 ―

合計 1,389 1,381 3,160

営業用 278 298 2,554

賃貸用 1,111 1,082 605

リース資産 11 32 29

その他の有形固定資産 196 236 239

有形固定資産合計 1,598 1,649 3,429

（5）特別勘定に関する指標

①特別勘定資産残高
　該当ありません。

②特別勘定資産
　該当ありません。

③特別勘定の運用収支
　該当ありません。

　-1主要な業務に
　　  関する事項
Ⅳ

業務の状況を示す指標2
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　-2財産の状況Ⅳ 1 計算書類

（1）貸借対照表

科目 2024年度
（2025年3月31日現在）

2025年度
（2026年3月31日現在）

（資産の部）
現金及び預貯金 15,423 8,281
現金 0 0
預貯金 15,423 8,281

有価証券 29,419 42,626
国債 ― 6,876
地方債 4,488 5,486
社債 4,428 5,201
株式 2,369 3,312
その他の証券 18,133 21,749

貸付金 44 ―
有形固定資産 1,649 3,429
土地 615 301
建物 757 2,418
リース資産 32 29
建設仮勘定 8 440
その他の有形固定資産 236 239

無形固定資産 1,182 1,177
ソフトウェア 701 994
ソフトウェア仮勘定 478 183
その他の無形固定資産 1 0

その他資産 5,880 6,362
未収保険料 752 777
共同保険貸 1 2
再保険貸 6 16
代理業務貸 ― 0
未収金 3,509 3,839
未収収益 12 24
預託金 878 862
仮払金 575 680
その他 144 158

繰延税金資産 1,672 1,716
貸倒引当金 △54 △9
資産の部合計 55,217 63,584

 （単位：百万円）

科目 2024年度
（2025年3月31日現在）

2025年度
（2026年3月31日現在）

（負債の部）
保険契約準備金 26,774 29,080
支払備金 3,532 4,116
責任準備金 23,242 24,964

その他負債 5,971 10,688
再保険借 2 7
代理業務借 3 8
未払法人税等 1,071 489
関係会社預り金 ― 3,600
預り金 54 59
前受収益 0 12
未払金 2,377 3,811
仮受金 2,428 2,668
リース債務 33 30

賞与引当金 201 219
特別法上の準備金 175 210
価格変動準備金 175 210

負債の部合計 33,123 40,198
（純資産の部）
資本金 6,550 6,550
資本剰余金 3,664 3,664
資本準備金 3,664 3,664

利益剰余金 13,797 14,781
利益準備金 1,430 1,837
その他利益剰余金 12,367 12,943
（繰越利益剰余金） （12,367） （12,943）

株主資本合計 24,011 24,995
その他有価証券評価差額金 △1,916 △1,608
評価・換算差額等合計 △1,916 △1,608
純資産の部合計 22,094 23,386
負債及び純資産の部合計 55,217 63,584

（2025年度貸借対照表注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
 （1）   満期保有目的の債券の評価は、移動平均法に基づく償却原価法

（定額法）によっております。
 （2）   その他有価証券（市場価格のない株式等以外）の評価は、時価

法によっております。
    なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却

原価の算定は移動平均法によっております。
 （3）   その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平

均法に基づく原価法によっております。
2.   有形固定資産（リース資産は除く）の減価償却は、定率法（ただし
建物並びに2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法）によっております。

3.   自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法によっております。

4.   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ
ております。

5.   貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備えるため資産の自己
査定基準及び償却・引当基準に基づき、過去の一定期間における貸
倒実績等から算出した予想損失率を、債権等の金額に乗じた額を計
上しております。

   また、全ての債権については、資産の自己査定基準に基づき、各所
管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部監査室が査
定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ
ております。

6.   賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額の当事業年度の負担額を計上しております。

7.   価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保
険業法第115 条の規定に基づき計上しております。

8.   保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理に
ついては、保険業法等の法令等の定めによっております。

9.   消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調
査費、諸手数料及び集金費、営業費及び一般管理費等の費用は税込
方式によっております。

   なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で
均等償却を行っております。

10. 当社はグループ通算制度を適用しております。
11. 有形固定資産の減価償却累計額は、1,517百万円であります。
12. 支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。
 （1） 支払備金の内訳は次のとおりであります。
  支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 4,116百万円
  同上にかかる出再支払備金 ―百万円
  差引（イ） 4,116百万円
  地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） ―百万円
  計（イ＋ロ） 4,116百万円
 （2） 責任準備金の内訳は次のとおりであります。
  普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 22,900百万円
  同上にかかる出再責任準備金 ―百万円
  差引（イ） 22,900百万円
  その他の責任準備金（ロ） 2,063百万円
  計（イ＋ロ） 24,964百万円
13.   関係会社に対する金銭債権の総額は379百万円、金銭債務の総額は

3,930百万円であります。
14.   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は次のと
おりであります。

 繰延税金資産
  責任準備金 597百万円
  未払事業税 54百万円
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  賞与引当金繰入限度超過額 63百万円
  減価償却限度超過額 25百万円
  減損損失  45百万円
  貸倒引当金 2百万円
  支払備金 72百万円
  フリーレント賃料 67百万円
  その他有価証券評価差額金 654百万円
  その他 134百万円
  繰延税金資産小計 1,717百万円
 評価性引当額 △1百万円
  繰延税金資産合計 1,716百万円
 繰延税金資産及び負債の純額 1,716百万円
15.   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要
な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

 （単位：％）
 法定実効税率 28.9
 （調整）
 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6
 住民税均等割 0.5
 法人税還付 0.1
 受取配当等永久に益金に算入されない項目 △0.4
 評価性引当額 △0.4
 その他 △1.5
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.8
16.金融商品関係
 （1） 金融商品の状況に関する事項
  ①金融商品に対する取り組み方針
  　  当社は、主として損害保険業を行っており、資産の運用にお

いては、運用資金の性格を考慮し、「安全性」「収益性」「流動性」
「公共性」を総合的に判断し、社会・公共の福祉に資するよ
うな資産運用を目指しております。

  　  運用手段は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、
不動産投信等とし、年度資産運用計画に準拠した資産運用を
行っております。

  ②金融商品の内容及びそのリスク
  　  当社の保有する金融商品は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、

株式投信、不動産投信等であり、下記のリスクに晒されてお
ります。

  　ⅰ市場関連リスク
  　　  金利、為替、株式などの市場の変動に伴い、ポートフォリ

オの価値が変動し損失を被るリスクを指します。
  　ⅱ信用リスク
  　　  個別与信先の信用力の変化に伴い、ポートフォリオの価値

が変動し損失を被るリスクを指します。
  　ⅲ流動性リスク
  　　  市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、

通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされるリ
スクを指します。

  ③金融商品に係るリスク管理体制
  　  当社におけるリスク管理体制については、資産運用部門（財

務部）、事務管理部門（経理部）、リスク管理部門（リスク管
理部）を設置し、資産運用リスク管理規程に基づき、相互牽
制機能が働く体制としております。

  　ⅰ市場関連リスクの管理
  　　  有価証券のうち株式・債券等については時価とリスク量を

把握し、保有状況を継続的に見直しております。
  　ⅱ信用リスクの管理
  　　  有価証券の発行体の信用リスクについては、銘柄ごとの

格付情報、時価等の把握を行うことで管理をしておりま
す。また、政策投資目的で保有している有価証券については、
取引先の市場環境や業績状況等を定期的にモニタリングし
ております。

  　ⅲ流動性リスクの管理
  　　  流動性リスクには、最低限維持すべき資金を確保するとと

もに、流動性の高い資産の保有状況、資金繰りの状況、個
別金融商品の状況等を把握することにより、適切にリスク
をコントロールしております。また、資金繰りの状況に応
じた「平常時」・「懸念時」・「危機時」の区分、及び区分に
応じた対応を定め、資金繰りに影響を与える緊急事態が発
生した際に、迅速な対応を行うことができる体制を構築し
ております。

  ④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
  　  金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なることもあります。

 （2） 金融商品の時価等に関する事項
    貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

有価証券 　 　 　
　満期保有目的の債券 5,100 4,799 △300
　その他有価証券（注）2、3 36,289 36,289 ―
資産計 41,389 41,089 △300
（注） 1.   「現金及び預貯金」、「未収金」は、短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額に近似していることから、注記を省略しております。
 2.   投資信託の一部について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

従い、投資信託の基準価額を時価とみなしており、当該投資信託が含まれ
ております。

 3.   市場価格のない株式等及び組合出資金は以下のとおりであり、「有価証券」
には含まれておりません。

  　市場価格のない株式等（＊1） 860百万円
  　組合出資金（＊2） 375百万円
  　　合　計 1,236百万円
  ＊1   市場価格のない株式等は非上場株式であり、「金融商品の時価等の開

示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年3月31
日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

  ＊2   組合出資金は投資事業有限責任組合及び匿名組合であります。これら
は「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第31号 2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象と
はしておりません。

 （3） 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
    金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性

及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
  　　レベル1の時価：   観察可能な時価の算定に係るインプット

のうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

  　　レベル2の時価：  観察可能な時価の算定に係るインプット
のうち、レベル1のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定し
た時価

  　　レベル3の時価：  観察できない時価の算定に係るインプッ
トを使用して算定した時価

　  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用してい
る場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。

時価で貸借対照表に計上している金融商品

　
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券 　 　 　 　
　その他有価証券 　 　 　 　
　　株式 2,451 ― ― 2,451
　　公社債 　 　 　 　
　　　国債 ― 6,876 ― 6,876
　　　地方債 ― 2,986 ― 2,986
　　　社債 ― 2,264 336 2,601
　　その他（注） 20,095 403 ― 20,498

資 産 計 22,547 12,531 336 35,414
（注）   一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を

時価とみなす投資信託については含めておりません。当該投資信託の貸借対
照表計上額は875百万円であります。

時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券 　 　 　 　
　満期保有目的の債券 　 　 　 　
　　公社債 　 　 　 　
　　　地方債 ― 2,340 ― 2,340
　　　社債 ― 2,458 ― 2,458

資 産 計 ― 4,799 ― 4,799

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券
　  株式、上場投資信託は、活発な市場における無調整の相場価格を利用でき
るものとしてレベル1の時価に分類しております。国債、地方債、社債につ
いては日本証券業協会が公表する公社債店頭売買参考統計値に基づいて算
定しており、レベル2の時価に分類しております。非上場投資信託について
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（2）損益計算書
 （単位：百万円）

科目
2024年度

（2024年4月 1日から
2025年3月31日まで）

2025年度
（2025年4月 1日から

2026年3月31日まで）
経常収益 60,805 66,133
保険引受収益 59,129 64,362
正味収入保険料 59,129 64,362

資産運用収益 1,589 1,625
利息及び配当金収入 780 887
有価証券売却益 808 738
その他運用収益 ― 0

その他経常収益 86 144

経常費用 55,621 61,616
保険引受費用 42,176 46,924
正味支払保険金 33,345 37,213
損害調査費 1,122 1,256
諸手数料及び集金費 5,484 6,148
支払備金繰入額 286 583
責任準備金繰入額 1,937 1,721

資産運用費用 263 27
有価証券売却損 19 25
有価証券評価損 243 2
為替差損 0 0

営業費及び一般管理費 13,134 14,580
その他経常費用 46 83
支払利息 ― 0
貸倒引当金繰入額 7 ―
その他の経常費用 38 82

経常利益 5,183 4,517

特別損失 52 271
固定資産処分損 23 6
その他特別損失 ― 228
特別法上の準備金繰入額 28 35
価格変動準備金繰入額 28 35

税引前当期純利益 5,131 4,246
法人税及び住民税 1,620 1,394
法人税等調整額 △169 △169
法人税等合計 1,450 1,224

当期純利益 3,680 3,021

は、委託会社から提示された基準価額等によっており、レベル2の時価に分
類しております。
　  私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金等の合計額を、市
場利回りに信用リスク等のリスク要因に基づく一定の割引率を加えた金利
で割り引いて時価を算定しており、使用されたインプットが観察可能な場
合または観察できないインプットの影響が重要でない場合は、レベル2の時
価に分類し、重要な観察できないインプットを用いている場合は、レベル3
の時価に分類することとしております。

17.   賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する
事項

 （1） 賃貸等不動産の状況に関する事項
    当社では、賃貸不動産を東京都（土地及び建物）、三重県及び

石川県（建物）において所有しております。

 （2） 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

貸借対照表計上額 期末時価
605 814

（注） 1.   貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を
控除した金額であります。

 2.   期末時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金
額であります。

18. 1株当たりの純資産額は114,785円51銭であります。
   なお、算定上の基礎である当期末純資産23,386百万円であり、純資
産の部の合計額から控除する金額はありません。また、普通株式の
期末株式数は203,740.4株であります。

19.   事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を
及ぼす事象は生じておりません。

20. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2025年度損益計算書の注記）
1. 関係会社との取引による費用の総額は、1,754百万円であります。
2. （1） 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。
  収入保険料 64,362百万円
  支払再保険料 ―百万円
  差引 64,362百万円
 （2） 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。
  支払保険金 37,213百万円
  回収再保険金 ―百万円
  差引 37,213百万円
 （3） 諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
  支払諸手数料及び集金費 6,148百万円
  出再保険手数料 ―百万円
  差引 6,148百万円
 （4）   支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりで

あります。
  支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 583百万円
  同上にかかる出再支払備金繰入額 ―百万円
  差引（イ） 583百万円
  地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） ―百万円
  計（イ＋ロ） 583百万円

3. 1株当たりの当期純利益は14,829円85銭であります。
 なお、算定上の基礎である当期純利益は3,021百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。
 また、普通株式の期中平均株式数は203,740.4株であります。
4. 関連当事者との取引は次のとおりであります。
 （1） 親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 アニコム ホールディングス
株式会社

（被所有）
100％

役員の兼務
2名

経営指導

資金の預り（＊1） 3,600 関係会社預り金 3,600

利息の支払（＊1） 0 未払金 0

経営管理料（＊2） 1,754 未払金 ―
（注） 取引金額は税込みで表示しております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（＊1） 資金の預りについては、市場金利を勘案して決定しております。
（＊2） 当社が委託する経営指導及び業務委託内容等を勘案したうえで、会社の事業規模等により決定しております。

（2） 兄弟会社等
  該当事項はありません。

5. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

 （5）   責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとお
りであります。

  普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 1,553百万円
  同上にかかる出再責任準備金繰入額 ―百万円
  差引（イ） 1,553百万円
  その他の責任準備金繰入額（ロ） 167百万円
  計（イ＋ロ） 1,721百万円
 （6） 利息及び配当収入の内訳は次のとおりであります。
  預貯金利息 38百万円
  貸付金利息 0百万円
  有価証券利息・配当金 805百万円
  不動産賃貸料 42百万円
  計 887百万円
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（3）キャッシュ・フロー計算書
 （単位：百万円）

科目
2024年度

（2024年4月  1日から
2025年3月31日まで）

2025年度
（2025年4月  1日から

2026年3月31日まで）
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 5,131 4,246
減価償却費 419 537
減損損失 ― 228
支払備金の増減額（△は減少） 286 583
責任準備金の増減額（△は減少） 1,937 1,721
貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △45
賞与引当金の増減額（△は減少） △11 17
価格変動準備金の増減額（△は減少） 28 35
利息及び配当金収入 △780 △887
有価証券関係損益（△は益） △545 △708
支払利息 ― 0
為替差損益（△は益） 0 0
有形固定資産関係損益（△は益） 23 6
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加） △192 △87
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少） 571 3,880
小 計 6,877 9,531

利息及び配当金の受取額 765 842
利息の支払額 ― △0
法人税等の支払額 △1,273 △1,975
営業活動によるキャッシュ・フロー 6,369 8,397

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加） △1,000 1,150
有価証券の取得による支出 △7,524 △21,516
有価証券の売却・償還による収入 5,388 10,700
貸付金の回収による収入 ― 44

資産運用活動計 △3,135 △9,622
（営業活動及び資産運用活動計） 3,233 △1,224

有形固定資産の取得による支出 △210 △2,603
有形固定資産の売却による収入 ― 226
無形固定資産の取得による支出 △570 △343
その他 △453 △1
投資活動によるキャッシュ・フロー △4,370 △12,343

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金の支出額 △1,018 △2,037
リース債務の返済支出 △7 △9
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,026 △2,046

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 972 △5,992
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 10,601 11,573
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 11,573 5,581

（2025年度キャッシュ・フロー計算書の注記）
1.   キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金および取得日から満期日または償還日までの期間が3か月
以内の定期預金等の短期投資からなっています。

2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
  （2026年3月31日現在）
 　現金及び預貯金 8,281百万円
 　預入期間が3か月を超える定期預金 △2,700百万円
 　現金及び現金同等物 5,581百万円
3. 重要な非資金取引の内容
 非資金取引について記載すべき重要なものはありません。
4. 投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを含んでおります。
5. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（4）株主資本等変動計算書

2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
 （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 6,550 3,664 3,664 1,226 9,908 11,134 21,349 △1,248 △1,248 20,100

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 203 △1,222 △1,018 △1,018 △1,018

当期純利益 3,680 3,680 3,680 3,680

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △668 △668 △668

当期変動額合計 ― ― ― 203 2,458 2,662 2,662 △668 △668 1,994

当期末残高 6,550 3,664 3,664 1,430 12,367 13,797 24,011 △1,916 △1,916 22,094

2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
 （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 6,550 3,664 3,664 1,430 12,367 13,797 24,011 △1,916 △1,916 22,094

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 407 △2,444 △2,037 △2,037 △2,037

当期純利益 3,021 3,021 3,021 3,021

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 308 308 308

当期変動額合計 ― ― ― 407 576 984 984 308 308 1,292

当期末残高 6,550 3,664 3,664 1,837 12,943 14,781 24,995 △1,608 △1,608 23,386

（2025年度株主資本等変動計算書の注記）
1. 発行済株式の種類及び総数は次のとおりであります。

株式の種類 当事業年度期首株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度期末株式数（株）

普通株式 203,740.4 ― ― 203,740.4

2. 配当に関する事項
 （1） 配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（円）

1株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2025年6月25日
定時株主総会 普通株式 509 2,500 2025年3月31日 2025年6月25日

2025年11月26日
定時取締役会 普通株式 509 2,500 2025年9月30日 2025年11月26日

2026年3月9日
臨時株主総会 普通株式 1,018 5,000 ― 2026年3月10日

 （2） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
  2026年6月24日開催の株主総会において、下記のとおり剰余金の配当を行うことについて決議をいたしました。
  （イ）配当の総額 509百万円
  （ロ）配当の原資 利益剰余金
  （ハ）1株当たり配当額 2,500円
  （ニ）基準日 2026年3月31日
  （ホ）効力発生日 2026年6月25日

1 計算書類
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2 保険業法に基づく債権

 （単位：百万円）

区　分 2023年度末 2024年度末 2025年度末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― ― ―

危険債権 45 44 ―

三月以上延滞債権 ― ― ―

貸付条件緩和債権 ― ― ―

小　　計 45 44 ―

正常債権 ― ― ―

合　　計 45 44 ―

（注） （1） 破産更生債権及びこれらに準ずる債権
  破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
 （2） 危険債権
    債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない

可能性の高い債権です。（（1）に掲げるものを除く。）
 （3） 三月以上延滞債権
  元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金です。（（1）及び（2）に掲げるものを除く。
 （4） 貸付条件緩和債権
    債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸付金です。（（1）から（3）までに掲げるものを除く。
 （5） 正常債権
  債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、（1）から（4）までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。

　-2財産の状況Ⅳ

元本補塡契約のある信託に係る債権の状況
　-2財産の状況Ⅳ 3

　該当ありません。
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保険会社に係る保険金等の支払能力の充実の状況（単体ベースのソルベンシー・マージン比率）
 （単位：％、百万円）

区 分 2024年度 2025年度 増減

Tier1適格資本の額（B）－（C） （A） ― 29,479 ―

　 Tier1適格資本に係る基礎項目の額 （B） ― 30,657 ―

　 算入制限のないTier1資本調達手段の額 　 ― 6,550 ―

　 算入制限のあるTier1資本調達手段の額 　 ― ― ―

　 資本調達手段以外のTier1適格資本の額 　 ― 24,107 ―

　 Tier1適格資本に係る調整項目の額 （C） ― 1,177 ―

Tier2適格資本の額（E）－（F）－（G） （D） ― 117 ―

　 Tier2適格資本に係る基礎項目の額 （E） ― 117 ―

　 Tier2資本調達手段の額 　 ― ― ―

　 資本調達手段以外のTier2適格資本の額 　 ― 117 ―

　 Tier2適格資本に係る調整項目の額 （F） ― ― ―

　 Tier2適格資本への上限適用による控除の額 （G） ― ― ―

適格資本の額（A）＋（D） ① ― 29,597 ―

　 生命保険リスクの額 （a） ― ― ―

損害保険リスクの額 （b） ― 10,501 ―

巨大災害リスクの額 （c） ― ― ―

市場リスクの額 （d） ― 4,743 ―

信用リスクの額 （e） ― 872 ―

オペレーショナル・リスクの額 （f） ― 1,769 ―

マネジメント・アクションの効果の上限超過額 （g） ― ― ―

分散効果の額 （h） ― 3,268 ―

所要資本の額（税効果考慮前）（a）＋（b）＋（c）＋（d）＋（e）＋（f）＋（g）－（h） （ j） ― 14,618 ―

所要資本の税効果の額 （k） ― 3,274 ―

所要資本の額（税効果考慮後）（j）－（k） ② ― 11,344 ―

ソルベンシー・マージン比率　①／② ― 260.9％ ―

（注）   「ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条（健全性の基準に用いる単体の資本金、基金、準備金等）及び第87条（単体の通
常の予測を超える危険に対応する額）並びにソルベンシー・マージン比率告示の規定に基づいて算出された比率です。

ソルベンシー・マージン比率とは
〇  ソルベンシー・マージン比率は、損害保険会社が通常の予測を超えるリスクに対して、どれだけの支払余力（そなえ）を持っ
ているかを示す重要な指標です。この比率が100％以上あれば、その損害保険会社は必要な備えができているため一定の
健全性が確保されていると評価されます。
〇  2026年3月期決算からは、「経済価値ベース」による新しい制度が始まり、将来に関する保険会社の見積りを反映できるよ
うな手法で健全性の評価が行われるようになりました。

損害保険会社は、自然災害や市場の急変など、発生頻度は低いものの大きな損失が生じうるリスクに備え、十分な資本を保有
しておく必要があります。そうした「通常の予測を超えるリスク」に対して、どれだけ支払余力（＝ソルベンシー・マージン）
を持っているかを表したものがソルベンシー・マージン比率です。
この比率が100％以上あれば、その損害保険会社は必要な備えができているため一定の健全性が確保されていると評価されま
すが、100％を下回った場合には、早期是正措置により、金融庁長官によって早期に経営の健全性の回復を図るための措置が
とられます。
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2026年3月期決算から、この比率を資産・負債の経済価値に基づいて評価する制度が導入されました。これにより、帳簿上の
数字ではなく、実際の市場価値やリスクを反映した評価が可能になりました。

ソルベンシー・マージン比率（％）＝
適格資本

×100
所要資本

適格資本・所要資本
適格資本とは、保険金の支払いなどに使えると認められた資本のことです。純資産や含み益、借り入れの一種である劣後債な
どが含まれます。これらは、「すぐに使える」「信頼性が高い」などの観点から段階的に評価されており、最も信頼性の高いも
のが優先して計算に使われます。
適格資本は、リスク事象発現時に保険金支払等に利用可能な資本であり、その損失吸収能力や利用可能性に応じて2つの階層
（Tier）に分類されます。
Tier1適格資本は、継続企業の前提（ゴーイングコンサーン）及び会社清算時の双方において損失吸収可能な資本要素から構成
されます。
Tier2適格資本は、会社清算時のみにおいて損失吸収可能な資本要素から構成されます。
所要資本とは、将来起こりうるリスクに備えて、最低限必要とされる資本の量のことです。保険リスク、市場リスク、信用リ
スクなど、さまざまな要因を想定して計算されます。

単体ベースの比率、連結ベースの比率
ソルベンシー・マージン比率には、単体ベースの比率、連結ベースの比率があります。
単体ベースの比率とは、1つの保険会社の内部の資本・リスクだけを対象にして算出した比率のことです。
連結ベースの比率とは、親会社＋子会社等をまとめた「保険グループ全体」の資本とリスクを対象にして算出した比率のことです。
保険会社が子会社や関連会社を持つ場合は、グループ全体の健全性を確認する必要があるため、連結ベースの比率が用いられ
ます。
なお、子会社株式に係る特例手法を適用して単体ベースのソルベンシー・マージン比率を算出し、その計算結果を連結ベース
の計算結果とすることもできます。
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ソルベンシー・マージン比率並びに適格資本の額及び所要資本の額
（告示別紙様式第一号） （単位：百万円、％）

要約（単体ベース）

項 目
イ ロ ハ

2024年度 2025年度 増減

適格資本の額 （A） ― 29,597 ―

所要資本の額 （B） ― 11,344 ―

ソルベンシー・マージン比率（（A）／（B）） ― 260.9％ ―

適格資本の額の構成に関する事項
（告示別紙様式第二号） （単位：百万円）

適格資本の額の構成（単体ベース）

項 目
イ ロ

2024年度 2025年度

Tier1適格資本の額（（B）－（C）） （A） ― 29,479

Tier1適格資本に係る基礎項目の額 （B） ― 30,657

算入制限のないTier1資本調達手段の額 ― 6,550

算入制限のあるTier1資本調達手段の額 ― ―

資本調達手段以外のTier1適格資本の額 ― 24,107

剰余金等の額又は利益剰余金等の額 ― 17,055

資本剰余金（Tier2適格資本に算入されるものを除く）の額 ― 3,664

その他の包括利益累計額又は評価・換算差額等の額 ― △1,608

その他の拠出金等の額 ― ―

経済価値ベースの調整額 ― 4,996

Tier1適格資本に係る調整項目の額 （C） ― 1,177

無形固定資産（繰延税金負債相殺後）の額 ― 1,177

繰延税金資産の額 ― ―

前払年金費用又は退職給付に係る資産（繰延税金負債相殺後）の額 ― ―

他の金融機関等が意図的に保有しているTier1資本調達手段の額 ― ―

自己のTier1資本調達手段への投資の額 ― ―

不適格再保険資産の額 ― ―

処分制約のある資産のうち関連する負債と所要資本を上回る額 ― ―

Tier2適格資本の額（（E）－（F）－（G）） （D） ― 117

Tier2適格資本に係る基礎項目の額 （E） ― 117

Tier2資本調達手段の額 ― ―

算入制限のあるTier1資本調達手段の制限を超過した額 ― ―

払込済みTier2資本調達手段の額 ― ―

払込未済のTier2資本調達手段の額 ― ―

資本調達手段以外のTier2適格資本の額 ― 117

Tier2資本調達手段の額に含まれる資本調達手段を発行した結果生じた資本剰余金の額 ― ―

処分制約のある資産のうちTier1適格資本から控除される額 ― ―

Tier2バスケット（上限適用後）の額 ― 117

Tier2適格資本に係る調整項目の額 （F） ― ―

他の金融機関等が意図的に保有しているTier2資本調達手段の額 ― ―

自己のTier2資本調達手段への投資の額 ― ―

Tier2適格資本への上限適用による控除の額 （G） ― ―

適格資本の額（（A）＋（D）） ― 29,597
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所要資本の額の構成に関する事項
（告示別紙様式第三号） （単位：百万円）

所要資本の額の構成（単体ベース）

項 目
イ ロ

2024年度 2025年度

生命保険リスクの額 （A） ― ―

損害保険リスクの額 （B） ― 10,501

賠償責任保険類似の商品に係るリスクの額 ― ―

自動車保険類似の商品に係るリスクの額 ― ―

財物保険類似の商品に係るリスクの額 ― ―

その他保険に係るリスクの額 ― 10,501

巨大災害リスクの額 （C） ― ―

巨大自然災害リスクの額 ― ―

日本における地震に係るリスクの額 ― ―

日本における風水災に係るリスクの額 ― ―

日本における雪災に係るリスクの額 ― ―

外国における巨大自然災害リスクの額 ― ―

その他の額 ― ―

その他の巨大災害に係るリスクの額 ― ―

マネジメント・アクションの効果の額 ― ―

市場リスクの額 （D） ― 4,743

金利リスクの額 ― 983

スプレッドリスク（上昇）の額 ― 332

株式リスクの額 ― 1,942

不動産リスクの額 ― 2,704

為替リスクの額 ― 118

資産集中リスクの額 ― 635

マネジメント・アクションの効果の額 ― ―

信用リスクの額 （E） ― 872

オペレーショナル・リスクの額 （F） ― 1,769

マネジメント・アクションの効果の上限超過額 （G） ― ―

分散効果の額 （H） ― 3,268

所要資本の額（税効果考慮前）（（A）＋（B）＋（C）＋（D）＋（E）＋（F）＋（G）－（H）） （J） ― 14,618

所要資本の税効果の額 （K） ― 3,274

所要資本の額（税効果考慮後）（（J）－（K）） ― 11,344

（注）   所要資本を構成する各リスクの額は、それぞれの内訳として掲記している額を、分散効果を考慮した所定の相関係数を用いて統合して算出してい
ること等から、内訳として掲記している額の単純和とは一致しておりません。
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経済価値ベースのバランスシートに関する事項（単体ベース）
（告示別紙様式第四号）
（2025年度） （単位：百万円）

経済価値ベースのバランスシート（単体ベース）

科 目

イ ロ ハ ニ

財務会計
ベースの額 組替えの額 評価替えの額

経済価値
ベースの額

（イ＋ロ＋ハ）

資産の部

総資産 63,584 3,418 △1,807 65,196

現金及び預貯金 8,281 ― ― 8,281

コールローン ― 1,190 ― 1,190

買現先勘定 ― ― ― ―

債券貸借取引支払保証金 ― ― ― ―

買入金銭債権 ― ― ― ―

商品有価証券 ― ― ― ―

金銭の信託 ― ― ― ―

有価証券 42,626 △4,534 △300 37,791

国債 6,876 1,292 ― 8,169

地方債 5,486 ― △159 5,327

社債 5,201 67 △141 5,127

株式 3,312 3,710 ― 7,023

外国証券 ― 12,143 ― 12,143

その他の証券 21,749 △21,749 ― ―

貸付金 ― ― ― ―

有形固定資産 3,429 6,762 209 10,401

土地 301 ― 64 366

建物 2,418 6,762 144 9,325

リース資産 29 ― ― 29

建設仮勘定 440 ― ― 440

その他の有形固定資産 239 ― ― 239

無形固定資産 1,177 ― ― 1,177

ソフトウェア 1,177 ― ― 1,177

のれん ― ― ― ―

リース資産 ― ― ― ―

その他の無形固定資産 0 ― ― 0

前払年金費用 ― ― ― ―

繰延税金資産 1,716 ― △1,716 ―

再評価に係る繰延税金資産 ― ― ―

貸倒引当金 △9 ― ― △9

投資損失引当金 ― ― ― ―

その他資産 6,362 ― ― 6,362

特別勘定等の資産 ― ― ― ―

再保険回収額 ― ― ―

負債の部 　 　 　 　

総負債 40,198 1,143 △6,803 34,538

保険負債（保険契約準備金）合計 29,080 605 △7,944 21,740
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経済価値ベースのバランスシート（単体ベース）

科 目

イ ロ ハ ニ

財務会計
ベースの額 組替えの額 評価替えの額

経済価値
ベースの額

（イ＋ロ＋ハ）

資産ポートフォリオによって複製可能な保険負債 ―

現在推計の額（保険契約準備金のうち、規制上の準備金に
属するもの以外） 27,016 21,463

現在推計を超えるマージン（MOCE）の額 276

規制上の準備金に属するもの（危険準備金等） 2,063 △2,063 ― ―

非保険負債合計 11,117 538 1,141 12,797

その他の規制上の準備金（保険負債に含まれるものを除く） ― ― ― ―

その他の準備金 ― ― ― ―

短期社債 ― ― ― ―

社債 ― ― ― ―

新株予約権付社債 ― ― ― ―

退職給付引当金 ― ― ― ―

役員退職慰労引当金 ― ― ― ―

その他の引当金 219 ― ― 219

価格変動準備金 210 △210 ― ―

金融商品取引責任準備金 ― ― ― ―

繰延税金負債 ― ― 1,141 1,141

再評価に係る繰延税金負債 ― ― ―

未払法人税等 489 ― ― 489

その他負債 10,198 749 ― 10,947

純資産の部

純資産 23,386 2,274 ― 30,657

株主資本合計 24,995 2,274 ― 27,269

資本金 6,550 ― ― 6,550

新株式申込証拠金 ― ― ― ―

再評価積立金 ― ― ― ―

資本剰余金 3,664 ― ― 3,664

利益剰余金 14,781 ― ― 14,781

規制上の準備金 2,274 ― 2,274

（―）自己株式 ― ― ― ―

自己株式申込証拠金 ― ― ― ―

その他の包括利益累計額合計（評価・換算差額等合計） △1,608 ― ― △1,608

その他有価証券評価差額金 △1,608 ― ― △1,608

繰延ヘッジ損益 ― ― ― ―

土地再評価差額金 ― ― ― ―

為替換算調整勘定 ― ― ― ―

退職給付に係る調整累計額 ― ― ― ―

株式引受権 ― ― ― ―

新株予約権 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

経済価値ベースの調整額 4,996

（注） 1. 根拠法令
経済価値ベースのバランスシートは、保険業法施行規則第59条の2第1項第5号ニの定めにより、令和7年金融庁告示第74号及び令和7年金融庁
告示第75号に準拠して作成しています。
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  2. 経済価値ベースのバランスシートの作成方針
（1） 資産の評価方法

①当社における主な資産の評価方法は以下のとおりです。
a） 資産の部に計上される金融商品等
金融商品等の額について、財務会計上時価評価されていない満期保有目的の債券についても時価に評価替えをしています。ただし、市
場価格のない株式等及び組合等への出資の時価評価については、プロポーショナリティ原則を適用し、貸借対照表計上額により評価し
ております。
なお、組替え対象とした投資信託等については可能な範囲で保有エクスポージャーの裏付けとなる個々の資産及び取引に基づき計上（以
下、「ルックスルー」といいます）しています。

b） 繰延税金資産
繰延税金資産は、財務会計上の繰延税金資産の額に、経済価値評価への調整から生じる繰延税金資産の額及び繰延税金負債の額を加減
して、その結果が負となったため0としております。

②  当社は、資産の評価において、計算結果に対する重要性等を踏まえ、以下についてプロポーショナリティ原則を適用しております。プロポー
ショナリティ原則の適用がソルベンシー・マージン比率等の計算結果に与える影響は軽微です。
・  5億円以下の投資信託等について、原則的な取扱いはルックスルーであるものの、ファンドレポート等に表示される資産割合等を用いた
簡便的なルックスルーを行っております。

・  投資信託等に含まれる投資目的と異なる少額の運用資産について、原則的な取扱いはルックスルーであるものの、投資目的に準じた資
産と見なしてルックスルーを行っております。

・非上場株式等について、原則的な取扱いは時価反映であるものの、簡便的に貸借対照表計上額としております。
・REITについて、原則的な取扱いはルックスルーであるものの、LTV等を用いた簡便的なルックスルーを行っております。
③当社は、資産の評価において、マネジメント・アクションおよびエキスパート・ジャッジメントを考慮しておりません。

（2） 負債の評価方法
①当社において、負債の評価方法は主に以下のとおりです。

a） 経済価値ベースの保険負債
基準日に認識した保険契約に対して、保険期間は1年以下のため未経過責任（将来の補償）は告示記載の簡便手法（※）を適用し、ま
た既経過責任（今までの事故発生に対する今後の支払等）は支払処理が短期で終了することから支払備金をもとに計測することで現在
推計を計測し、さらに当該現在推計に内在する不確実性を考慮したマージンの額（以下、「MOCE」といいます）を上乗せして保険負
債を評価します。具体的には次のとおりです。
※令和7年金融庁告示第74号第15条
ア. 認識
当社は、基準日時点において、契約の当事者となっている全ての保険契約を、当該保険契約に伴う全ての義務が消滅するまで認識
しています。

イ. 割引率
当社は、保険期間が1年以下であり、割引の影響が限定的であることから、プロポーショナリティ原則に基づき割引率は適用してお
りません。

ウ. MOCE
MOCEはランオフ・パターンを用いて算出した将来の推計所要資本に資本コスト率を乗じて計算しています。当社は、保険期間が
1年以下のため、ランオフ・パターンの1年後の残高を0％としております。

b） 負債の部に計上される金融商品等
金融商品等の額について、時価に評価替えをしています。なお、評価替えに当たっては当社の信用状態の変化を考慮していません。

c） 繰延税金負債
繰延税金負債は、経済価値評価への調整から生じる繰延税金負債の額から、財務会計上の繰延税金資産の額及び経済価値評価への調整
から生じる繰延税金資産の額を減算しております。

②  当社は、負債の評価において、計算結果に対する重要性等を踏まえ、以下についてプロポーショナリティ原則を適用しております。プロポー
ショナリティ原則の適用がソルベンシー・マージン比率等の計算結果に与える影響は軽微です。
・保険負債について、原則的な取扱いは割引率を適用した現在価値であるものの、割引率は適用しておりません。
・  MOCEについて、原則的な取扱いはランオフ・パターンを用いて算出であるものの、ランオフ・パターンの1年後の残高を0％としてお
ります。

③当社は、負債の評価において、マネジメント・アクションおよびエキスパート・ジャッジメントは考慮していません。
（3） 経済価値ベースのバランスシートの作成方針の変更の内容及び理由

本年度が初年度のため、該当事項はありません。
  3. 経済価値ベースのバランスシートの表示方法の変更に関する事項

本年度が初年度のため、該当事項はありません。
  4. 経済価値ベースのバランスシートの作成に関する会計上の見積りに関する事項

（1） 会計上の見積りに関する事項
①経済価値ベースの保険負債

a） 当事業年度の経済価値ベースのバランスシートに計上した金額　21,740百万円
b） 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ア. 当事業年度の経済価値ベースのバランスシートに計上した金額の算出方法
注記2.（2）負債の評価方法に記載のとおりです。

イ.   当事業年度の経済価値ベースのバランスシートに計上した金額の主要な前提及び翌事業年度の経済価値ベースのバランスシートに
与える影響
経済価値ベースの保険負債には、次の主要な前提の変動により、翌事業年度において現在推計及びMOCEが著しく変動する可能性
があります。これらの前提に関する情報は注記2.（2）負債の評価方法に記載のとおりです。
（ア） 損害率等および事業費に関する前提

損害保険契約等のうち未経過責任に係る現在推計については、未経過保険料および将来保険料を基礎とし、コンバインド・レ
シオ（損害率および事業費率）および新契約費率を用いて算出しております。損害保険契約等のうち既経過責任に係る現在推
計については、会計上の支払備金を基礎とし、損害調査費を加算しております。コンバインド・レシオ、新契約費率および損
害調査費率は、原則として直近年度の実績に基づき設定しております。

（イ） 割引率に関する前提
当社は、保険期間が1年以下であり、割引の影響が限定的であることから、プロポーショナリティ原則に基づき割引率は適用
しておりません。

（2） 会計上の見積りの変更
本年度が初年度のため、該当事項はありません。

  5. 特別勘定等の資産
「特別勘定等の資産」の科目に計上すべき金額（保険業法第118条第1項に規定する特別勘定その他これに類するものに区分される資産の額）は
ありません。
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有価証券の種類別の経済価値評価額に関する事項
（告示別紙様式第五号）
（2025年度） （単位：百万円）

外国証券の種類別差異調整（単体ベース）

項 目

イ ロ ハ ニ

財務会計
ベースの額 組替えの額 評価替えの額

経済価値
ベースの額 
（イ＋ロ＋ハ）

外国証券 ― 12,143 ― 12,143

国債 ― 6,746 ― 6,746

地方債 ― ― ― ―

社債 ― 4,196 ― 4,196

株式 ― 1,200 ― 1,200

その他 ― ― ― ―

（注） 本様式に記載した額は特別勘定等に属するものの額を含んでいません。
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保険負債の商品別差異調整に関する事項
（告示別紙様式第六号）
（2025年度） （単位：百万円）

保険負債の商品別差異調整（単体ベース）

項 目

イ ロ ハ ニ ホ ヘ

財務会計
ベースの額

再保険の
グロスアップ

非経済前提の
更新

経済前提の
更新 その他

経済価値
ベースの額

（MOCEの額を除く）

保険負債 27,016 ― △7,617 ― 2,065 21,463

生命保険契約等 ― ― ― ― ― ―

損害保険契約等 27,016 ― △7,617 ― 2,065 21,463

未経過責任に係る保険負債 22,900 ― △7,757 ― 2,065 17,207

財物保険類似 ― ― ― ― ― ―

自動車保険類似 ― ― ― ― ― ―

賠償責任保険類似 ― ― ― ― ― ―

不動産ローン保証保険 ― ― ― ― ― ―

信用保険 ― ― ― ― ― ―

その他保険 22,900 ― △7,757 ― 2,065 17,207

既経過責任に係る保険負債 4,116 ― 139 ― ― 4,256

財物保険類似 ― ― ― ― ― ―

自動車保険類似 ― ― ― ― ― ―

賠償責任保険類似 ― ― ― ― ― ―

不動産ローン保証保険 ― ― ― ― ― ―

信用保険 ― ― ― ― ― ―

その他保険 4,116 ― 139 ― ― 4,256

再保険回収額 ― ― ― ― ― ―

生命保険契約等 ― ― ― ― ― ―

損害保険契約等 ― ― ― ― ― ―

未経過責任に係る保険負債 ― ― ― ― ― ―

財物保険類似 ― ― ― ― ― ―

自動車保険類似 ― ― ― ― ― ―

賠償責任保険類似 ― ― ― ― ― ―

不動産ローン保証保険 ― ― ― ― ― ―

信用保険 ― ― ― ― ― ―

その他保険 ― ― ― ― ― ―

既経過責任に係る保険負債 ― ― ― ― ― ―

財物保険類似 ― ― ― ― ― ―

自動車保険類似 ― ― ― ― ― ―

賠償責任保険類似 ― ― ― ― ― ―

不動産ローン保証保険 ― ― ― ― ― ―

信用保険 ― ― ― ― ― ―

その他保険 ― ― ― ― ― ―
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ソルベンシー・マージン比率、適格資本の額及び所要資本の額の感応度分析に関する事項
（告示別紙様式第七号）
（2025年度） （単位：％、百万円）

感応度分析（単体ベース）

項 目

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ

当期末の
数値

円金利50
ベーシス・
ポイント上昇

円金利50
ベーシス・
ポイント下降

米ドル金利50
ベーシス・
ポイント上昇

米ドル金利50
ベーシス・
ポイント下降

円金利UFR50
ベーシス・
ポイント下降

株式・不動産
10％下落

為替
10％円高

ソルベンシー・マージン比率 260.9％ △1.7％ 1.6％ △1.7％ 1.7％ ― △4.5％ △0.1％

適格資本の額 29,597 △190 197 △214 226 ― △1,120 △29

総資産 65,196 △277 286 △298 314 ― △1,556 △40

保険負債の額（MOCEを除く） 21,463 ― ― ― ― ― ― ―

現在推計を超えるマージン
（MOCE）の額 276 ― ― ― ― ― ― ―

非保険負債の額 12,797 △86 89 △83 88 ― △435 △11

純資産の額 30,657 △190 197 △214 226 ― △1,120 △29

所要資本の額 11,344 △3 3 △11 13 ― △238 △6

生命保険リスクの額 ― ― ― ― ― ― ― ―

市場リスクの額 4,743 △6 7 △24 28 ― △533 △15
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ソルベンシー・マージン比率の計算（単体ベース）に用いられた前提及び手法に関する事項
（2025年度）
1. 現在推計の額の計算に係る前提及び手法
現在推計の額の計算において、未経過責任は告示記載の簡便手法を適用しており、保険期間は1年以下のため割引率は適用
しておりません、また、既経過責任は、支払処理が短期で終了することから、支払備金をもとに計算しており、割引率は適
用しておりません。

2. 所要資本の額の計算に係る前提及び手法
（1） リスク削減手法
所要資本の額の計算において、以下について削減手法として反映しております。
・  投資信託等において、目論見書等にヘッジ方針とヘッジ手段が明記されているものに対して、為替予約をリスク削減手
法として反映しております。
・株式リスクに対するインバース型投資信託をリスク削減手法として反映しております。

3. ソルベンシー・マージン比率の計算に用いられたその他の重要な前提及び手法
特にありません。

4. ソルベンシー・マージン比率の計算に用いられた前提及び手法に関する重要な変更
本年度が初年度のため、該当事項はありません。

ソルベンシー・マージン比率の算出及び検証に係る手続並びに体制の概要
（2025年度）
ソルベンシー・マージン比率の算出に関する責任部署を定めるとともに、収益部門、収益管理部門及び商品開発部門等の業務
部門（以下、「業務部門」）から独立したソルベンシー・マージン比率の算出全体の検証責任者およびソルベンシー・マージン
比率の算出に用いられる保険負債の検証責任者（以下、「検証責任者」）を選任しております。検証責任者の選任は、選任のた
めのルール及びプロセスに関する社内規程等に基づいております。検証責任者の選任に当たっては、ソルベンシー・マージン
比率の計算に関する検証や経営陣への必要な提言を行うに足るリスク管理または保険数理に関する十分な知識・経験を有する
等の適格性、業務部門からの独立性等を勘案しております。また、取締役会等へ直接報告できる権限等、検証責任者の権限・
責任・独立性等についても取締役会にて承認を得て、社内規程等に定めております。取締役会は、検証責任者による検証結果
について、報告を受けております。

監視

報告

外部委託

取締役会

リスク管理委員会

リスク管理部（統括）

算出責任者 検証責任者

社内検証
責任者

算出担当算出担当 算出担当

財務部 経理部

統括責任者

検証担当

外部監査

監査役会
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5 時価情報
　-2財産の状況Ⅳ

（1）有価証券
＜2024年度＞
①売買目的有価証券 該当ありません。
②満期保有目的の債券 （単位：百万円）

区分
2024年度末

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

地方債 ― ― ―
社債 ― ― ―
株式 ― ― ―
その他 ― ― ―
小計 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

地方債 2,000 1,920 △79
社債 2,400 2,321 △78
株式 ― ― ―
その他 ― ― ―
小計 4,400 4,242 △157

合計 4,400 4,242 △157

③その他有価証券 （単位：百万円）

区分
2024年度末

貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

地方債 ― ― ―
社債 ― ― ―
株式 1,314 955 359
その他 3,089 2,502 586
小計 4,404 3,458 946

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

地方債 2,488 2,600 △111
社債 2,028 2,100 △71
株式 243 269 △25
その他 14,664 18,098 △3,434
小計 19,424 23,068 △3,643

合計 23,829 26,526 △2,697
（注） 市場価格のない株式等（株式651百万円、組合出資金384百万円）は、上表に含めておりません。

④売却した満期保有目的の債券 該当ありません。
⑤売却したその他有価証券 （単位：百万円）

区分
2023年度 2024年度

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
その他有価証券 4,304 117 91 5,490 808 19
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＜2025年度＞
①売買目的有価証券 該当ありません。
②満期保有目的の債券 （単位：百万円）

区分
2025年度末

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
社債 ― ― ―
株式 ― ― ―
その他 ― ― ―
小計 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

国債 ― ― ―
地方債 2,500 2,340 △159
社債 2,600 2,458 △141
株式 ― ― ―
その他 ― ― ―
小計 5,100 4,799 △300

合計 5,100 4,799 △300

③その他有価証券 （単位：百万円）

区分
2025年度末

貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
社債 ― ― ―
株式 1,786 1,396 390
その他 7,032 5,663 1,369
小計 8,819 7,059 1,759

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

国債 6,876 6,877 0
地方債 2,986 3,200 △213
社債 2,601 2,740 △138
株式 664 686 △21
その他 14,340 17,990 △3,649
小計 27,470 31,493 △4,023

合計 36,289 38,553 △2,263
（注） 市場価格のない株式等（株式810百万円、組合出資金379百万円）は、上表に含めておりません。

④売却した満期保有目的の債券 該当ありません。
⑤売却したその他有価証券 （単位：百万円）

区分
2024年度 2025年度

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
その他有価証券 5,490 808 19 10,304 738 25

（2）金銭の信託 該当ありません。

（3）デリバティブ取引 該当ありません。

（4）保険業法に規定する金融等のデリバティブ取引 該当ありません。

（5）先物外国為替取引 該当ありません。

（6）有価証券関連デリバティブ取引 該当ありません。

（7）  金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、  
外国金融商品市場における有価証券先物取引と類似の取引 該当ありません。

時価情報5
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6 会計監査及び代表者による
財務諸表に関する確認書

　-2財産の状況Ⅳ

（1）会計監査

　当社は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びその附属
明細書について、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けており、監査報告書を受領しています。

（2）財務諸表の適正性及び財務諸表等作成に関する内部監査の有効性の確認

　当社代表者は、財務諸表等についての適正性及び財務諸表等作成に係る内部監査の有効性について、以下のとおり確認
しています。

2026年6月24日

確　認　書

アニコム損害保険株式会社
代表取締役　野田真吾

　私は、当社の2025年4月1日から2026年3月31日までの第21期事業年度にかかる財務諸表に記載した事項
について確認したところ、すべての重要な点において適正に表示していることを確認いたしました。
　また、当該確認を行うにあたり、下記のとおり、財務諸表等を適正に作成する内部管理体制が整備され、
有効に機能していることを確認いたしました。

記

　　1.   財務諸表の作成にあたって、その業務分担、所管部署が明確化されており、所管部署において適切に
業務を遂行する体制を整備しております。

　　2.   すべての部署から独立した内部監査部門により、所属部門における内部管理体制の適切性・有効性を
検証し、重要な事項については取締役会等へ適切に報告する体制を整備しております。

　　3.   当社の重要な経営情報や業務執行状況については、取締役会等へ適切に付議・報告されております。

以上
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■か行
【価格変動準備金】
　保険会社が保有する株式・債券等の価格変動による損失
に備えることを目的とした準備金です。
【クーリングオフ】
　契約の取り消し請求権のことです。損害保険の場合には、
保険業法の定めにより、保険期間が1年を超える個人契約に
ついて、契約の申込日からその日を含め8日以内であれば契
約の取り消しができる場合があります。
【契約の解除】
　保険契約者又は保険会社の意思により契約を消滅させる
ことを、解除といいます。具体的には、保険契約者からの
申し出による解除（いわゆる解約のことです。）、告知義務・
通知義務違反による保険会社からの解除などがあります。
【契約の失効】
　すでに有効に成立している契約が、将来に向かって効力
を失うことを、失効といいます。具体的には、保険の対象
であるペットが死亡した場合に、その保険契約は失効とな
ります。
【告知義務】
　保険契約者は保険を契約する際に、保険会社に対して重
要な事実を申し出ていただくこと、及び重要な事項につい
て事実に反することを申し出てはならないという義務をい
います。

■さ行
【再保険】
　保険会社が引き受けた元受保険契約に基づく保険金支払
責任のすべて、あるいは一部分について別の保険会社に保
険を付すことです。再保険することを出再保険、再保険を
引き受けることを受再保険といいます。
【再保険料】
　再保険に際して支払われる保険料のことをいいます。
【事業費】
　保険会社の事業上の経費で、損害調査費、営業費及び一
般管理費、諸手数料及び集金費を総称したものです。
【指定紛争解決機関】
　2009年6月に公布された「金融商品取引法等の一部を改
正する法律」に基づき創設された、金融分野における裁判
外紛争解決機関であり、銀行・保険・証券等の業態ごとに、
一定の要件を満たした場合に主務大臣から指定紛争解決機
関の指定を受けることができます。金融機関は指定紛争解
決機関との間で、（1）苦情処理・紛争解決手続きの応諾、（2）
事情説明・資料提出、（3）手続実施者の解決案の尊重といっ
た内容を含む契約締結が求められています。

【支払備金】
　決算日までに発生した保険事故で保険金が未払いのもの
について、保険金支払いのために積み立てる準備金です。
【責任準備金】
　将来の保険金支払いなどの保険契約上保険会社が負う債
務に対して、あらかじめ保険会社が積み立てる準備金です。
【ソルベンシー・マージン比率】
　損害保険会社は、自然災害や市場の急変など、発生頻度
は低いものの大きな損失が生じうるリスクに備え、十分な
資本を保有しておく必要があります。
　そうした「通常の予測を超えるリスク」に対して、どれ
だけ支払余力（＝ソルベンシー・マージン）を持っている
か表したものがソルベンシー・マージン比率です。
　この比率が100％以上あれば、その損害保険会社は必要
な備えができているため一定の健全性が確保されていると
評価されますが、100％を下回った場合には、早期是正措
置により、金融庁長官によって早期に経営の健全性の回復
を図るための措置がとられます。
　2026年3月期決算からは、「経済価値ベース」による新し
い制度が始まり、将来に関する保険会社の見積りを反映でき
るような手法で健全性の評価が行われるようになりました。
【損害保険契約者保護機構】
　引受保険会社が破綻した場合に保険金等を補償する仕組
みで、すべての損害保険会社が加入しています。
【損害率】
　支払保険金の収入保険料に対する比率をいいます。保険
会社の経営分析や保険料率の算定に用いられます。通常は
正味保険金に損害調査費を加えて正味保険料で除した割合
を指します。
【そんぽADRセンター（損害保険紛争解決サポートセン
ター）】
　保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解
決機関である一般社団法人日本損害保険協会が設置する損
害保険会社の営業活動に関する苦情や紛争対応を行う専任
組織です。損害保険会社に苦情解決依頼をするなど適正な
解決に努めるとともに、当事者間で解決がつかない場合に
は専門の知識や経験を有する弁護士等が中立・公正な立場
から紛争解決手続きを行います。

■た行
【大数の法則】
　サイコロを振って1の目の出る確率は、振る回数を増やせ
ば増やすほど6分の1に近づきます。すなわち、ある独立的
に起こる事象について、それが大量に観察されればある事
象の発生する確率が一定値に近づくということであり、こ

損害保険用語の解説
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れを大数の法則といいます。個々人にとっては偶発的な事
故であっても、大量に観察することによってその発生率を
全体として予測できるということになります。保険料算出
の基礎数値の一つである保険事故の発生率は、大数の法則
に立脚した統計的確率にほかなりません。
【重複保険】
　同一の被保険利益について、保険期間の全部又は一部を
共通にする複数の保険契約が存在する場合、また、複数の
保険契約の保険金額（契約金額）の合計額が保険価額（保
険の対象であるものの実際の価額）を超えている場合をい
います。
【通知義務】
　保険を契約した後、保険の対象を譲渡するなど契約内容
に変更が生じた場合に、保険契約者又は被保険者に保険会
社に連絡していただく義務をいいます。

■は行
【被保険者】
　保険の補償を受けられる方をいいます。保険契約者と同
一人のこともあれば、別人のこともあります。
【被保険利益】
　あるものに偶然な事故が発生することにより、ある人が
損害を被るおそれがある場合に、そのある人とあるものと
の間にある利害関係を被保険利益といいます。損害保険契
約は損害に対し保険金をお支払いすることを目的とするこ
とから、その契約が有効に成立するためには、被保険利益
の存在が前提となります。
【保険期間】
　保険の契約期間、すなわち保険会社の責任の存続期間です。
この期間内に保険事故が発生した場合のみ保険会社は保険
金を支払います。ただし、保険期間中であっても保険料の
払い込み以前に生じた損害は、原則として保険金のお支払
いの対象となりません。
【保険金】
　保険事故により損害が生じた場合に、保険会社が被保険
者に支払う金銭をいいます。
【保険金額】
　ご契約金額のことをいいます。保険事故が発生した場合に、
保険会社が支払う保険金の限度額です。その金額は、保険
契約者と保険会社との契約によって定められています。
【保険契約者】
　自己の名前で保険会社に対し保険契約の申し込みをする
人をいいます。契約が成立すれば、保険料の支払義務を負
います。
【保険契約準備金】
　保険会社が保険契約に基づく責任を遂行するために積み
立てる準備金で、前述の支払備金及び責任準備金があります。

【保険事故】
　保険契約において、保険会社がその事実の発生を条件と
して保険金の支払いを約束した偶然な事実をいいます。
【保険証券】
　保険契約の成立及びその内容を証明するために、保険会
社が作成して保険契約者に交付する文書のことをいいます。
【保険の対象（保険の目的）】
　保険を付ける対象のことをいいます。ペット保険ではペッ
トがこれにあたります。
【保険引受利益】
　正味収入保険料等の保険引受収益から、保険金・損害調
査費等の保険引受費用と保険引受に係る営業費及び一般管
理費を控除し、その他収支を加減したもので、保険本業で
の最終的な損益を示すものです。
【保険約款】
　保険契約の内容を定めたものです。保険約款は保険契約
に共通の契約内容を定めた普通保険約款と、個々の契約に
おいて普通保険約款の規定内容を補足・修正する特別約款
（特約）から構成されます。
【保険料】
　被保険者の被る危険を保険会社が負担する対価として、
保険契約者が保険会社に支払う金銭をいいます。
【保険料即収の原則】
　契約の終結と同時に保険会社が保険料の全額を領収しな
ければならないという原則のことです。

■ま行
【免責】
　保険金が支払われない場合のことをいいます。保険会社
は保険事故が発生した場合には、保険金支払いの義務を負
いますが、保険約款に定められた特定の事項についてはそ
の義務を免れることになっています。例えば、保険契約者
等の故意による事故、地震、噴火、津波等による事故など
があります。
【免責金額】
　保険契約者の保険料負担の軽減を目的として、小損害を
自己負担するために設定する金額のことで、免責金額を超
える損害については、通常、免責金額を控除した金額が支
払われます。
【元受保険料】
　保険会社が元受保険契約に基づき保険契約者から受け取
る保険料のことです。
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ディスクロージャー誌
アニコム損害保険の現状 2026
2026年7月発行

アニコム損害保険株式会社　経営企画部
〒160-8352 東京都新宿区西新宿8-17-1
 住友不動産新宿グランドタワー39階
03-5348-3777 https://www.anicom-sompo.co.jp/

お客様からのお問い合わせ窓口（2026年7月1日現在）

■あんしんサービスセンター
0800-888-8256

■お客様相談センター（ご意見・苦情等のご相談窓口）
0800-111-1091

受付時間：平日 9:30～17:30　土日・祝日 9:30～15:30

私たちは知っています。
どうぶつが人の心を灯してくれることを。

どんなに落ち込んで帰っても
ちぎれんばかりにシッポをふって出迎えてくれる家族がいます。

私たちの弱くてもろい心を充電してくれる
世界一かわいい発電所。

そんな大きなエネルギーをくれる小さなあの子が
ずっと幸せでいられますように。
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